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◆今号では、「不安定労働との闘い」と題して、去
る10月７日ＩＭＦ「不安定労働に対抗する世界行

動デー」におけるJCの一連の行動と、ＩＭＦキ
ャンペーン資料のほか、アジアの不安定労働の
実態ルポなどを特集。日本だけでなく、アジア、
世界で今や「不安定労働」が蔓延、働く者の安
定した生活を脅かしている。労働組合として取
り組むべき大きな課題である。この闘いは今始
まったばかりである。◆日本でも、『ワーキング
プア』が若者を中心に増えている。「ワーク・ラ
イフ・バランス」どころでなく、「働けど働けど

ル電化事業」では、クリーン･快適･省エネの
観点から、新しいライフステージに応える製
品をトータルシステムで提案しており、製品
ラインアップには、IHクッキングヒーターや
システムキッチン用オーブンレンジなどがあ
る。「家電事業」では、高い品質で全ての人に
使いやすく、便利で、より快適な生活を実現
する家電製品をめざし、全自動洗濯乾燥機、
衣類乾燥機、掃除機、空気清浄機、換気扇、
井戸ポンプ、電子レンジ、ジャー炊飯器、生
ゴミ処理機などを開発･設計、製造している。
開発･設計にあたっては、日立アプライアン
スだけでなく、日立製作所の各研究所、デザ
イン本部と一体となって、3D－CAD、CAE
などを駆使して行っている。製造についても、
先に述べた通り、非常に多くの製品を取り扱
っているが、大きさ･重量、構造など各製品の
特性に応じた生産方式を導入している。例え
ば、洗濯機では従来のライン方式、掃除機で
は完全一人セル生産方式、IHクッキングヒー
ターではグループセル生産方式を基本として
いるが、市場需要の増減に応じて、セル生産･

ライン生産を組み
合せる柔軟な生産
体制としている。
今号の表紙イラ
ストでは、ドラム
式全自動洗濯乾燥
機の組立ライン
で、洗濯乾燥機の
本体に、ドラム槽
を組み付ける作業
を描いている。洗
濯機の本体には複
雑な配線がたくさ
ん伸びており、そ
れらを一本一本ド
ラム槽とつなぎ合
わせる作業は、機
械では難しく、ベ
テランの経験と技
が必要な工程だ。
ものづくりとは

何もラインだけではない。新製品の開発をす
る開発・設計部門や総務・管理部門も、もの
づくりの大切な原動力となっている。ライン
や開発・設計部門、総務・管理部門を見学し
て感じたことは、人の和のぬくもりだ。家
庭・生活を快適にするものを生み出している
ところは、やはりアットホームだった。（美）

我が暮らし楽にならず　じっと
手を見る」若者が多くなっている。
経営者は利潤を追求することは当然であるが、
１億３千万人の国民が安定した生活ができるよ
うに、安定した仕事を創出することも経営者、
政府の社会的責任である。これから日本の中核
を担う若者たちに安定した仕事と生活を与えず
して、日本の未来も企業の将来もない。今ここ
にある不安定労働の危機に今こそ行動を！（美）

今回は、上野駅から常磐線スーパー日立に
乗って約１時間半、常陸多賀（ひたちたが）
駅で下車、日立アプライアンス（株）家電事業
部多賀家電本部は、駅の東側に隣接して、北
西を走る常磐線、北東を流れる桜川に挟まれ
た場所に三角形に位置しており、東京ドーム
約７．５倍の面積（40万平米）を持つ敷地内に、
家電品の生産工場が建ち並んでいる。トラッ
ク輸送に代わるまで、常磐線からの引き込み
線が入っており、構内の線路跡が往時を忍ば
せていた。
日立アプライアンスの「アプライアンス」
は、「家電製品」を意味しており、多賀家電本
部は、文字通り、日立製作所グループの家電
製品製造工場の発祥の地として、1939（昭和
14年）４月に設立されている。この多賀工場
を起点として、最近に至るまで、さまざまな
分社化、工場分化、企業再編がなされてきた
が、2006年４月に日立ホーム＆ライフ・ソリ
ューション（株）と日立空調システム（株）を合
併して、日立アプライアンス（株）を設立し、
総合空調、オール電化、家電の３本柱で、日
立の総合力を活かしてグローバルに事業を展
開している。
多賀家電本部では、「ずっと使うから日立」
をコンセプトに、３本柱のうち、「オール電化
事業」と「家電事業」を展開している。「オー
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ドラム槽を本体に組み付ける作
業─多数の配線をつなぐ作業
にベテランの技が光る

全自動洗濯乾燥機の組立ラインの作業風景

IMF-JC事務局長
若松英幸

世界を経済的に大別するなら先進国

と新興国、発展途上国になるだろうか。

国際労働運動は多様であり、この区分

を念頭に置いた運動が重要である。

2001年7月に南アフリカのヨハネスブ

ルクにあるソウェト（Soweto）地区を訪れ

たことがある。アパルトヘイト政策によ

って迫害されたアフリカ系住民の象徴

の地とも言われ、1976年6月の学生デ

モでは14歳のヘクター・ピーターソンを

含む多くの学生が死亡した。この事件

を経て1993年アパルトヘイトは全廃さ

れたが、貧民街の生活は何ら変わること

なく、板きれやビニールシートなどで建

てられたバラック小屋に住み、水道やト

イレなどの設備も完備しない非衛生的

な環境で暮らしていた。アフリカ諸国や

アジアなど、世界には多くの貧困地域

があり、飢餓や病気などの問題を抱える

一方、生活を維持するために長時間労

働や危険な労働への従事、児童労働な

どの問題も生じやすい。

これらの国の労組代表は反グローバ

リズムの急先鋒である。「多国籍企業が

低賃金で労働力を搾取し、私腹を肥や

している」と主張する。2008年冬号の巻

頭言にメキシコ・マキラドーラの現状を

書いたが、これらの厳しい現状を見るに

つけ、反グローバリズムの主張にも共感

する部分はある。しかし一方では、グロ

ーバリズムによって国の経済は発展し、

生活水準が向上していることは確かであ

る。JCはグローバル化を是としたうえで、

不安定雇用や格差拡大、貧困、環境問

題などへの対応をとるべきとの立場であ

る。また新興国の労働運動に対しては、

労使対等性の確保と相互信頼に基づい

た労使協議の徹底が重要との立場であ

り、今年2008年5月にJCがコーディネー

トして開催した第1回アジア金属労組連

絡会議は、アジア各国の労働現場で起

きている問題や多国籍企業の労使紛争

などタイムリーな情報交換をもとに、充

分な意義を見いだしたと評価している。

一方、先進国の労働運動はその歴史

や組織機構の違いなどで多様であるが、

連帯の強化や労働者の権利の保護など

運動の方向は同じであり、地球温暖化

防止や不安定雇用への対抗、ＣＳＲ、産

業の持続的な発展、格差社会

の是正など共通した課題にIMF

として注力し、来年2009年5月

の世界大会でアクションプログ

ラムに生かそうとしている。

また、IMFは本年2008年10

月7日を「不安定労働に対抗す

る世界行動デー」と定め、世界

規模での一斉行動を指示した。

IMF-JCホームページアドレス　http://www.imf-jc.or.jp

JCは、10月7日に厚生労働省に対し良

質な雇用の創出による不安定労働是正

に向けての取り組みを要請するととも

に、10月9日には連合と連携して日比谷

公会堂での1500名規模での集会と、ア

ピール行動を行った。この時の横断幕

をＩＭＦ本部に寄贈し、行動するJCを印

象付けた。

いま我々をあらゆる危機が襲ってい

る。燃料（Fuel）･資源、食糧（Food）、

金融（Finance）、これらを3F、Crisisとい

う人もいる。特にサブプライムローンに

始まった金融危機はその深刻度を増し

ている。リーマン・ブラザーズのファルド

CEOが7年間で480億円もの高額報酬

を受けとったとして、米議会で問題視さ

れた。日本のライブドア事件や村上ファ

ンドの記憶も蘇る。実態のない経済が

膨張し崩壊することで、多くの労働者が

厳しい雇用危機にさらされるマネーゲー

ムの責任は、厳しく問われるべきである。

しかしこの危機を最小限に食い止める

べく、日銀による遅滞なき資金供給と中

小企業の資金繰り対策、減税による生

活の底支えが急務である。非正規雇用

問題から金融バブル崩壊による雇用不

安へ、我々を取り巻く課題は多い。

不安定雇用と国際労働運動

南ア・ソウェト地区の子供たち

IMF本部前でJC横断幕を寄贈（右から、西原議
長、マレンタッキ書記長、鎌田書記次長、筆者）
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